
⾚字︓今回改正箇所

（※今回改正された様式の内「改元の修正」及び「注意書き修正（⼯業→産業）」のみの修正であった様式は新旧対照表の作成を省略している。）

新 旧

用地補償総合技術業務共通仕様書（案）　新旧対照表

(R2.3.17改正)

用地補償総合技術業務共通仕様書（案）

第１章 総 則

（適用範囲）

第１条 この用地補償総合技術業務共通仕様書（以下「共通仕様書」という ）は、国土交通省中国。

（ 、 。）地方整備局の所掌する国の直轄事業 官庁営繕部 港湾局及び航空局の所掌に属するものを除く

に必要な土地等の取得等及びこれに伴う損失の補償並びに事業施行に伴う損害等の費用負担に関す

る業務のうち公共用地交渉及びこれに関連する業務を総合的に行う業務（用地補償総合技術業務）

（以下「本業務」という ）を請負に付する場合の業務内容その他必要な事項を定め、もって業務。

の適正な執行を確保するものとする。

２ 業務の発注に当たり、本業務の実施上、この共通仕様書により難いとき又はこの共通仕様書に定

めのない事項については、発注者が別途定める特記仕様書によるものとし、適用に当たっては特記

仕様書を優先するものとする。

３ については、別に定用地調査等業務、用地調査点検等技術業務及び用地アセスメント調査等業務

める各共通仕様書によるものとする。

４ 本業務は 「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 年法律第 号。以下、 18 51

「法」という ）に基づき実施される業務であり、法の各種規定が適用されるものである。。

用地補償総合技術業務共通仕様書（案）

第１章 総 則

（適用範囲）

第１条 この用地補償総合技術業務共通仕様書（以下「共通仕様書」という ）は、国土交通省中国。

（ 、 。）地方整備局の所掌する国の直轄事業 官庁営繕部 港湾局及び航空局の所掌に属するものを除く

に必要な土地等の取得等及びこれに伴う損失の補償並びに事業施行に伴う損害等の費用負担に関す

る業務のうち公共用地交渉及びこれに関連する業務を総合的に行う業務（用地補償総合技術業務）

（以下「本業務」という ）を請負に付する場合の業務内容その他必要な事項を定め、もって業務。

の適正な執行を確保するものとする。

２ 業務の発注に当たり、本業務の実施上、この共通仕様書により難いとき又はこの共通仕様書に定

めのない事項については、発注者が別途定める特記仕様書によるものとし、適用に当たっては特記

仕様書を優先するものとする。

３ については、別に定める各共通仕様書によるも用地調査等業務及び用地アセスメント調査等業務

のとする。

４ 本業務は 「競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成 年法律第 号。以下、 18 51

「法」という ）に基づき実施される業務であり、法の各種規定が適用されるものである。。



新 旧

（書類提出）

第１３条 受注者は、発注者が指定した様式により、契約締結後に関係書類を調査職員を経て、発注

者に遅滞なく提出しなければならない。ただし、業務委託料に係る請求書、請求代金代理受領承諾

書、遅延利息請求書、調査職員に関する措置請求に係る書類及びその他現場説明の際に指定した書

類を除く。

２ 受注者が発注者に提出する書類で様式が定められていないものは、受注者において様式を定め、

。 、 、 。提出するものとする ただし 発注者がその様式を指示した場合は これに従わなければならない

３ 受注者は、契約時又は変更時において、業務委託料が 万円以上の業務について、業務実績情100

報システム(以下 「テクリス」という。)に基づき、契約・変更・完了 に業務実績情報と、 ・訂正時

作成した をテクリスから調査職員にメール送信し、調査職員のして 「登録のための確認のお願い」

、契約時は契約締結後 日（休日等を除く ）以内に、登録内容の変更時は変更確認を受けた上で 15 。

があった日から、 日(休日等を除く。)以内に、完了時は業務完了後、 日 (休日等を除く。) 以15 15

内に、 、登録機関に登録申請しなければならない。なお、登録できる技術者は、業務訂正時は適宜

計画書に示した技術者とする（担当技術者及び業務従事者の登録は８名までとし、受注者が設計共

同体である場合は、構成員ごとに８名までとする 。。）

４ 受注者は、契約時において、予定価格が 万円を超える本業務において、調査基準価格を下1, 000

「低価格入札である」にチェ回る価格で落札した場合、テクリスに業務実績情報を登録する際は、

「登録のための確認のお願い」を作成し調査職員の確認を受けること。ックをした上で

登録機関発行の「登録内容確認書」はテクリス登録時に調査職員にメール送信５ 前２項において、

される 登。なお、変更時と完了時の間が、 日間（休日等を除く ）に満たない場合は、変更時の15 。

を省略できるものとする。録申請

６ 前３項において、受注者は本業務の完了後において訂正又は削除する場合においても同様に、テ

クリスから発注者にメール送信し、速やかに発注者の確認を受けた上で、登録機関に登録申請しな

ければならない。

（書類提出）

第１３条 受注者は、発注者が指定した様式により、契約締結後に関係書類を調査職員を経て、発注

者に遅滞なく提出しなければならない。ただし、業務委託料に係る請求書、請求代金代理受領承諾

書、遅延利息請求書、調査職員に関する措置請求に係る書類及びその他現場説明の際に指定した書

類を除く。

２ 受注者が発注者に提出する書類で様式が定められていないものは、受注者において様式を定め、

。 、 、 。提出するものとする ただし 発注者がその様式を指示した場合は これに従わなければならない

３ 受注者は、契約時又は変更時において、業務委託料が 万円以上の業務について、業務実績情100

報システム(以下 テクリス という )に基づき 契約・変更・完了時に業務実績情報として 登、「 」 。 、 「

録のための確認のお願い」 、契約時は契約締結後 日（休日等を除く ）以内に、登録内を作成し 15 。

容の変更時は変更があった日から、 日(休日等を除く。)以内に、完了時は業務完了後、 日 (休15 15

日等を除く。) 以内に、 、登録機関に登録申請しなけれ書面により調査職員の確認を受けたうえで

ばならない。なお、登録できる技術者は、業務計画書に示した技術者とする（担当技術者及び業務

、 、 。）。従事者の登録は８名までとし 受注者が設計共同体である場合は 構成員ごとに８名までとする

４ 受注者は、契約時において、予定価格が 万円を超える本業務において、調査基準価格を下1, 000

業務名称の先頭に「 低 」を回る価格で落札した場合、テクリスに業務実績情報を登録する際は、 【 】

「登録のための確認のお願い」を作成し調査職員の確認を受けること。追記した上で

受注者は登録機関に登録後、テクリスより「登録内容確認書」をダウンロード５ 前２項において、

。なお、変更時と完了時の間が、 日間（休日等し、直ちに調査職員に提出しなければならない 15

を除く ）に満たない場合は、変更時の を省略できるものとする。。 提出


